
　

「
投
資
や
運
用
が
、
特
別
な
も
の

か
ら
当
た
り
前
な
も
の
に
変
わ
り

つ
つ
あ
り
ま
す
。
大
き
な
変
化
の
時

が
来
て
い
る
と
感
じ
て
い
ま
す
」
。

そ
う
語
る
の
は
、
多
く
の
家
計
相
談

の
実
績
を
持
ち
、
研
修
や
セ
ミ
ナ
ー

講
師
と
し
て
も
定
評
の
あ
る
フ
ァ

イ
ナ
ン
シ
ャ
ル
プ
ラ
ン
ナ
ー
の
岩

永
慶
子
氏
だ
。

　

２
０
１
４
年
１
月
に
、
個
人
投
資

家
の
た
め
の
税
制
優
遇
と
し
て
ス

タ
ー
ト
し
た
少
額
投
資
非
課
税
制

度
（
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
）
。
16
年
か
ら
未
成
年

者
を
対
象
と
し
た
ジ
ュ
ニ
ア
Ｎ
Ｉ

Ｓ
Ａ
、
18
年
か
ら
は
長
期
・
積
み
立

て
・
分
散
投
資
を

支
援
す
る
つ
み
た

て

Ｎ

Ｉ

Ｓ

Ａ

な

ど
、
制
度
の
整
備
・

拡
充
が
進
ん
だ
。

特
に
つ
み
た
て
Ｎ

Ｉ
Ｓ
Ａ
は
、
年
間

40
万
円
を
上
限
と

し

て

最

長

20

年

間
、
つ
ま
り
最
大

で
８
０
０
万
円
ま
で
投
資
信
託
が

非
課
税
で
運
用
で
き
る
た
め
、
幅
広

く
メ
リ
ッ
ト
を
享
受
で
き
る
仕
組

み
と
な
っ
て
い
る
。
17
年
１
月
に
加

入
資
格
が
拡
大
さ
れ
た
個
人
型
確

定
拠
出
年
金
「
ｉ
Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ
（
イ
デ

コ
）
」
と
と
も
に
、
資
産
運
用
の
ポ
イ

ン
ト
と
な
る
長
期
・
積
み
立
て
・
分

散
投
資
を
実
現
し
て
く
れ
る
制
度

だ
ろ
う
。

　

な
お
ｉ
Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ
は
、
18
年
か
ら

毎
月
払
い
と
ボ
ー
ナ
ス
払
い
の
併

用
が
可
能
に
な
り
、
制
度
の
柔
軟
性

が
増
し
た
。
ま
た
、
企
業
年
金
が
な

い
従
業
員
数
１
０
０
人
以
下
の
中

小
企
業
を
対
象
に
、
従
業
員
の
加
入

者
掛
け
金
に
会
社
側
が
掛
け
金
を

上
乗
せ
し
て
拠
出
で
き
る
「
中
小
事

業
主
掛
金
納
付
制
度
（
愛
称
・
ｉ
Ｄ

ｅ
Ｃ
ｏ
＋
）
」
な
ど
も
整
備
さ
れ
た
。

　

「
投
資
信
託
は
手
数
料
や
信
託
報

酬
な
ど
コ
ス
ト
が
高
い
と
い
う
懸

念
事
項
が
、
制
度
の
登
場
に
よ
り
取

り
除
か
れ
て
い
ま
す
」
と
い
う
岩
永

氏
。
そ
れ
ぞ
れ
の
制
度
に
最
適
化
さ

れ
た
金
融
商
品
も
続
々
と
登
場
し
、

各
世
代
が
自
分
自
身
の
暮
ら
し
に

資
産
形
成
を
組
み
込
み
や
す
く

な
っ
て
き
た
と
指
摘
す
る
。

広　告

　

株
式
や
投
資
信
託
の
運
用
益
な
ど
が
非
課
税

に―

。こ
う
し
た
優
遇
を
受
け
ら
れ
る
制
度
の

拡
充
が
、
私
た
ち
の
暮
ら
し
や
お
金
に
対
す
る

考
え
方
に
大
き
な
影
響
を
与
え
つ
つ
あ
る
。
制

度
を
ど
の
よ
う
に
活
用
す
る
こ
と
が
、
ラ
イ
フ
プ

ラ
ン
に
あ
っ
た
上
手
な
資
産
形
成
に
つ
な
が
る
の

か
。
私
た
ち
の
暮
ら
し
の
中
に
少
し
ず
つ
溶
け
込

ん
で
き
た
投
資
に
つ
い
て
、
そ
の
制
度
と
活
用
法

を
フ
ァ
イ
ナ
ン
シ
ャ
ル
プ
ラ
ン
ナ
ー
の
岩
永
慶
子

氏
に
聞
い
た
。

制
度
生
か
し
た
資
産
形
成

長
期
・
積
み
立
て
・
分
散
で

つみたてNISAとiDeCoの特徴

【後援】 厚生労働省金融庁 国民年金基金連合会 信託協会 生命保険協会 全国銀行協会 投資信託協会 日本証券業協会 日本損害保険協会 日本取引所グループ 日本FP協会

～ 投資を支える制度と活用法 ～

暮らしに溶け込む 変わる投資の今

時間をかけて
お金を育てる

時間をかけて
お金を育てる

20年

毎年上限40万円
（20年間で合計800万円）

運用益

厳選された投資信託、ETF

積み立て投資

いつでもOK

NISAとの併用は不可

20～59歳

職業により異なる
毎年上限14.4万～81.6万円

掛け金、運用益、給付金

定期預金、保険、投資
信託などで元本確保型
と変動型に分かれる

積み立て投資

原則60歳から引き出し可能

20～59歳までの国民
年金・厚生年金加入
者のみ加入可

＜特徴＞
併用は可能

投資
スタンス

最長運用
期間

投資
上限額

税制優遇
対象

運用できる
商品

運用
スタイル

その他 自身のライフプランを基にした生活設計への関心（回答者：企業勤務者、n＝8500）

男性・若年層
（30代以下）
男性・中堅層
（40代）
男性・ベテラン層
（50代以上）

女性・若年層
（30代以下）
女性・中堅層
（40代）
女性・ベテラン層
（50代以上）

※MUFG資産形成研究所「金融リテラシー1万人調査の概要」から抜粋

非常に関心がある あまり関心がないある程度関心がある ほとんど関心がない

18.5% 47.5%
66.0%

68.2%

23.8% 10.2%

12.1%

10.6%

20.5%

14.6%

11.6% 53.5% 23.6% 11.2%

49.9% 23.5% 12.0%

47.7% 16.8% 15.0%

50.3% 26.9% 12.1%

46.2% 27.2% 14.5%

0% 100%

かかる費用の目安

住宅取得費

セカンドライフ
の生活費

※住宅金融支援機構「２０１７年度フラット３５利用者調査」

※生命保険文化センター「平成２８年度 生活保障に関する調査」

約４０３９．２万円
約３３３６．8万円
約４３４８．4万円

住宅取得の全国平均
土地付き注文住宅

土地付き建売住宅

新築マンション

約34．9万円
約22．0万円

ゆとりある生活費の平均月額

最低日常生活費の平均月額

iDeCoつみたてNISA

資金の
引き出し



　

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
も
、
ｉ
Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ
も
、

そ
の
魅
力
は
税
制
優
遇
を
受
け
ら

れ
る
点
に
あ
る
。
こ
う
し
た
制
度
の

整
備
が
進
ん
だ
こ
と
で
、「
今
ま
で

年
末
調
整
で
勤
務
先
に
税
金
の
手

続
き
を
任
せ
切
り
だ
っ
た
層
が
、
税

に
つ
い
て
関
心
を
持
ち
、
投
資
に
つ

い
て
も
考
え
始
め
た
」
と
岩
永
氏
。

「
30
代
、
40
代
を
対
象
に
し
た
企
業

セ
ミ
ナ
ー
で
も
、
住
宅
ロ
ー
ン
減
税

な
ど
で
確
定
申
告
を
経
験
し
、
自
身

の
納
税
額
に
つ
い
て
意
識
す
る
方

が
増
え
て
き
て
い
ま
す
。
税
制
優
遇

の
み
な
ら
ず
、
投
資
そ
の
も
の
へ
の

興
味
に
つ
な
が
っ
て
い
る
印
象
」
だ

と
い
う
。
昨
年
実
施
さ
れ
た
金
融
リ

テ
ラ
シ
ー
に
つ
い
て
の
ア
ン
ケ
ー

ト
調
査
で
も
、
特
に
若
年
層
は
自
身

の
生
活
を
ど
う
組
み
立
て
、
設
計
し

て
い
く
か
と
い
っ
た
点
に
つ
い
て

の
関
心
が
他
年
代
に
比
べ
て
高
い

と
い
う
結
果
が
出
て
い
る
。

　

人
生
１
０
０
年
時
代
と
い
わ
れ

る
今
、
中
長
期
的
な
視
点
で
資
金
準

備
を
考
え
る
人
に
と
っ
て
近
年
整

備
が
進
ん
だ
制
度
は
、
所
得
控
除
な

ど
多
く
の
メ
リ
ッ
ト
が
あ
る
。
岩
永

氏
は
、
こ
れ
ら
の
制
度
の
充
実
は
自

助
努
力
を
期
待
す
る
国
か
ら
の

メ
ッ
セ
ー
ジ
だ
と
指
摘
す
る
。

　

ま
た
、
人
口
に
占
め
る
シ
ニ
ア
層

（
65
歳
以
上
）
の
割
合
が
40
％
に
向

か
う
中
、
シ
ニ
ア
ラ
イ
フ
の
在
り

方
は
多
様
化
し
て
い
る
。
老
後
に

必
要
な
資
金
も
、
家
族
構
成
や
居

住
地
域
、
健
康
状
態
、
生
活
ス
タ
イ

ル
の
違
い
に
よ
っ
て
様
々
だ
。
十

分
な
備
え
が
あ
れ
ば
、
定
年
後
も

ゆ
と
り
を
持
っ
て
そ
の
後
の
人
生

を
思
い
描
け
る
。

　

岩
永
氏
は
、
セ
ミ
ナ
ー
や
相
談

会
で
様
々
な
暮
ら
し
方
や
生
き
方

を
選
べ
る
経
済
状
態
を
目
指
す
べ

き
だ
と
提
案
す
る
こ
と
が
多
い
と

い
う
。「
実
際
、
引
退
後
は
ボ
ラ
ン

テ
ィ
ア
に
携
わ
り
た
い
、
趣
味
に

こ
だ
わ
り
た
い
な
ど
、
や
り
た
い

こ
と
を
持
っ
て
い
る
人
は
多
い
。

多
様
な
選
択
肢
か
ら
暮
ら
し
方
や

生
き
方
を
選
べ
る
か
ら
こ
そ
、
人

生
は
豊
か
に
な
る
の
だ
と
思
い
ま

す
。
そ
の
た
め
に
も
一
定
の
余
裕

の
あ
る
資
金
力
は
必
要
。
自
助
努

力
の
部
分
で
、
そ
の
選
択
肢
の
広

が
り
や
第
二
の
人
生
設
計
に
差
が

出
て
く
る
と
考
え
て
い
ま
す
」
。

　

考
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の

は
、
第
二
の
人
生
設
計
の
た
め
の

老
後
資
金
だ
け
で
は
な
い
。
教
育

資
金
や
住
宅
資
金
、
病
気
や
け
が

で
働
け
な
く
な
っ
た
と
き
の
た
め

の
備
え
な
ど
も
必
要
に
な
る
。

　

例
え
ば
、
子
ど
も
１
人
当
た
り

の
教
育
資
金
は
、
幼
稚
園
か
ら
大

学
ま
で
オ
ー
ル
国
公
立
の
場
合
で

約
７
８
５
万
円
、
オ
ー
ル
私
立
の

場
合
で
約
２
２
２
２
万
円
。
住
宅

の
平
均
取
得
費
は
、
土
地
付
き
の

建
売
住
宅
は
約
３
３
３
６
万
円
、

新
築
マ
ン
シ
ョ
ン
は
約
４
３
４
８

万
円
に
な
る
（※

右
図
）
。
岩
永
氏

は
「
老
後
資
金
は
ｉ
Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ
を

メ
イ
ン
に
考
え
、
そ
の
他
の
資
金

に
つ
い
て
は
、
必
要
と
な
る
タ
イ

ミ
ン
グ
を
考
え
た
う
え
で
、
最
適

な
制
度
を
選
ぶ
べ
き
」
と
語
る
。

　

左
上
の
図
は
、
子
ど
も
の
大
学

資
金
・
５
０
０
万
円
を
目
標
に
積

み
立
て
る
場
合
の
シ
ミ
ュ
レ
ー

シ
ョ
ン
で
あ
る
。
積
立
期
間
を
18

年
間
と
設
定
し
た
場
合
、
年
率
が

３
％
の
成
果
を
目
指
す
金
融
商
品

で
あ
れ
ば
、
毎
月
の
積
立
額
は
１

万
７
５
１
２
円
と
な
る
。
仮
に
０
・

01
％
の
現
在
の
預
貯
金
金
利
で
積

み
立
て
を
行
っ
た
場
合
の
必
要
額

は
２
万
３
１
２
７
円
と
な
り
、
２

つ
を
比
較
す
る
と
差
額
が
約
６
０

０
０
円
生
ま
れ
る
。
こ
の
差
額
を
、

大
学
資
金
以
外
の
お
け
い
こ
な
ど

の
教
育
費
や
、
住
宅
購
入
へ
の
備

え
に
し
て
も
よ
い
だ
ろ
う
。

　

ま
た
、
老
後
も
前
期
と
後
期
に
分

か
れ
る
時
代
、
ア
ク
テ
ィ
ブ
シ
ニ
ア

の
時
期
に
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
な
ど
を
活
用

し
て
資
産
づ
く
り
を
続
け
、
そ
の
後

の
自
身
の
介
護
ニ
ー
ズ
な
ど
に
備

え
る
と
い
っ
た
こ
と
も
可
能
で
、
活

用
の
幅
も
広
が
っ
て
い
る
。

余
裕
あ
る
資
金
準
備
で

多
様
な
選
択
肢
を
実
現

老
後
資
金
の
準
備
は

ラ
イ
フ
プ
ラ
ン
確
認
か
ら

投
資
の
運
用
は

暮
ら
し
や
人
生
設
計
の
一
助
に 

NISAの非課税期間終了時の対応

SMBC日興証券 大和証券 野村證券 みずほ銀行 みずほ証券 三井住友銀行 三井住友信託銀行 三菱UFJ銀行 三菱UFJ信託銀行 SBI証券
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【協賛】
＜順不同＞

2014

2014

15

16

17

18

19

20

21

22

年間投資上限額（120
万円）の範囲内でロール
オーバーが可能であった
が、17年度税制改正に
より非課税期間終了時
のロールオーバー上限
額が撤廃され、120万円
を超過している場合で
も、全額のロールオー
バーが可能となった

5年経過後、19年の非課税
投資枠に移すことができる

100万円

100万円

120万円

120万円

120万円

120万円

120万円

120万円

120万円

120万円

27

（年）
23

人生のライフイベントに

教育資金

介護

※文部科学省「平成22年度国立大学の授業料・入学料及び検定料の調査結
果について」「平成２８年度子供の学習費調査」「平成２８年度私立大学入学者
に係る初年度学生納付金平均額」

※生活保険文化センター「平成２７年度生命保険に関する全国実態調査」

介護に必要な自己負担額

幼稚園から大学まで

５年間

約555万円

約785万円
約2222万円

オール国公立の場合

オール私立の場合

年間平均
自己負担額
約９５万円

一時的な
費用

約８０万円

1人当たり

18年間で500万円の大学資金を積み立てる場合

※ノースアイランドによる試算・作成

※ノースアイランドによる作成

目標額

積立期間

年率

毎月積立額

500万円

23,127円

18年

0.01%

目標額

積立期間

年率

毎月積立額

500万円

17,512円

18年

3%

「非課税期間」は5年目の年末で終了
毎年100万円の投資枠

毎年120万円の投資枠

15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26
（年）

実現投資で

いま、考える
賢い資産形成



　

２
０
１
４
年
に
ス
タ
ー
ト
し
た

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
は
、
今
年
か
ら
最
長
５
年

の
非
課
税
期
間
を
満
た
す
も
の
が

出
て
く
る
。
非
課
税
期
間
が
終
了
す

る
ま
で
に
売
却
す
る
か
、
ロ
ー
ル

オ
ー
バ
ー
制
度
を
活
用
し
て
翌
年

の
非
課
税
投
資
枠
に
移
管
す
る
か
、

あ
る
い
は
課
税
口
座
に
移
管
す
る

こ
と
に
な
る
。

　

ロ
ー
ル
オ
ー
バ
ー
に
つ
い
て
は

17
年
度
の
税
制
改
正
で
上
限
額
が

廃
止
さ
れ
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
含
み

益
に
よ
っ
て
評
価
額
が
非
課
税
投

資
枠
の
上
限
で
あ
る
１
２
０
万
円

を
超
え
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
全
額

ロ
ー
ル
オ
ー
バ
ー
が
可
能
に
な
る
。

　

岩
永
氏
は
「
こ
の
５
年
間
の
市
況

を
考
慮
す
る
と
、
あ
る
程
度
の
成
果

を
上
げ
て
い
る
金
融
商
品
も
多
い
。

ロ
ー
ル
オ
ー
バ
ー
を
上
手
に
使
い
、

非
課
税
運
用
を
続
け
る
こ
と
も
選

択
肢
の
一
つ
で
し
ょ
う
。
保
有
し
て

い
る
金
融
商
品
の
状
況
を
見
直
す

機
会
に
も
な
り
ま
す
」
と
指
摘
す

る
。
そ
う
す
る
こ
と
で
、
改
め
て
長

期
投
資
や
積
み
立
て
の
効
果
な
ど

も
確
認
で
き
る
だ
ろ
う
。

　

国
内
債
券
、
国
内
株
式
、
外
国
債

券
、
外
国
株
式
に
４
分
の
１
ず
つ
均

等
投
資
し
て
10
年
間
運
用
を
行
い

続
け
た
場
合
、
08
年
の
リ
ー
マ
ン
・

シ
ョ
ッ
ク
を
含
む
期
間
で
も
、
年
間

利
回
り
の
平
均
は
３
％
程
度
の
運

用
が
行
え
て
い
る
（
下
図
）
。
岩
永
氏

は
、「
長
期
分
散
投
資
な
ら
、
物
価
上

昇
に
対
し
て
３
％
程
度
の
運
用
を

目
指
す
の
は
決
し
て
無
理
な
目
標

で
は
な
い
」
と
い
う
。

　

例
え
ば
、
国
内
最
大
級
の
機
関
投

資
家
で
も
あ
る
年
金
積
立
金
管
理

運
用
独
立
行
政
法
人
（
Ｇ
Ｐ
Ｉ
Ｆ
）

で
は
、
基
本
と
す
る
資
産
配
分
比
率

を
14
年
10
月
に
変
更
。
そ
れ
ま
で

60
％
と
し
て
い
た
国
内
債
券
の
比

率
を
引
き
下
げ
る
一
方
で
国
内
外

の
株
式
を
引
き
上
げ
て
い
る
が
、
期

待
で
き
る
リ
タ
ー
ン
を
年
３
・
７
％

と
想
定
し
て
い
る
。

　

18
年
10
月
か
ら
、
東
京
証
券
取
引

所
で
、
個
別
株
の
取
り
引
き
単
位
が

１
０
０
株
に
統
一
さ
れ
た
。
こ
う
し

た
取
り
組
み
は
、
投
資
を
取
り
巻
く

環
境
を
、
よ
り
分
か
り
や
す
く
変
え

て
い
く
き
っ
か
け
に
な
る
は
ず
だ
。

金
融
や
資
産
運
用
に
つ
い
て
学
ぶ
人

に
と
っ
て
も
、
よ
り
理
解
し
や
す
く

な
る
だ
ろ
う
。「
個
別
銘
柄
へ
の
投
資

は
株
主
と
し
て
の
議
決
権
を
持
て
る

た
め
、
投
資
信
託
と
は
ま
た
違
う
妙

味
が
あ
り
ま
す
。
配
当
や
優
待
に
加

え
、
株
主
総
会
へ
の
参
加
も
よ
い
経

験
に
な
り
ま
す
」
と
岩
永
氏
は
話
す
。

　

自
身
の
ラ
イ
フ
プ
ラ
ン
に
必
要

な
資
金
を
考
え
た
場
合
、
最
適
な
の

は
ｉ
Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ
な
の
か
、
つ
み
た
て

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
な
の
か…

…

。
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ

の
登
場
か
ら
５
年
が
経
過
し
、
自
分

に
適
し
た
制
度
を
選
び
資
産
形
成

に
生
か
せ
る
環
境
は
、
さ
ら
に
整
備

さ
れ
た
と
い
っ
て
い
い
。
そ
の
一
つ

に
投
資
未
経
験
者
の
不
安
解
消
に

注
力
し
た
り
、
顧
客
の
長
期
的
な
ラ

イ
フ
プ
ラ
ン
を
し
っ
か
り
と
確
認

し
た
上
で
、
顧
客
本
位
の
提
案
を
推

進
す
る
金
融
機
関
が
増
え
て
い
る

こ
と
が
挙
げ
ら
れ
る
。
店
舗
な
ど
で

セ
ミ
ナ
ー
を
実
施
し
た
り
、
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
や
コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
を
充

実
さ
せ
た
り
し
て
、
説
明
機
会
を
増

や
す
試
み
も
進
ん
で
い
る
。
こ
れ
ら

の
取
り
組
み
の
積
み
重
ね
が
、
徐
々

に
で
は
あ
っ
て
も
、
知
識
不
足
へ
の

懸
念
や
口
座
開
設
に
伴
う
手
続
き

の
煩
わ
し
さ
と
い
っ
た
不
満
の
解

消
に
役
立
っ
て
い
る
こ
と
は
間
違

い
な
い
だ
ろ
う
。

　

国
が
用
意
し
た
制
度
の
情
報
を

し
っ
か
り
と
把
握
し
、
最
適
な
制
度

を
選
び
な
が
ら
投
資
を
生
活
の
一

部
に
組
み
入
れ
て
ほ
し
い
。

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
開
始
か
ら
５
年

運
用
成
果
の
見
直
し
を

自
分
に
合
っ
た
資
産
形
成
へ

顧
客
本
位
の
金
融
機
関
活
用
を

「資産形成応援プロジェクト 日経電子版 広告特集」 http://ps.nikkei.co.jp/shisankeisei/ＮＩＳＡやiDeCoについての豊富なコンテンツがみられる
「資産形成応援プロジェクト」過去のアーカイブはこちらからご覧いただけます

広　告

投
資
へ
の
不
安
感
を
払
拭

生
か
し
た
い
制
度
の
メ
リ
ッ
ト

投資対象を分散し、長期運用をすることでの効果を検証
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※それぞれの年を起点に、10年間運用を行い続けたものとする。
※GPIF、企業年金連合会の開示データを基にノースアイランドが作成

口座開設の検討をしなかった理由（n＝3182）

※1 企業型DCでの投資経験を除く
※MUFG資産形成研究所「金融リテラシー1万人調査の概要」から抜粋

損をするのが不安

何から始めてよいか
わからない

どんな商品を選べば
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勉強したり調べ物を
したりするのが面倒
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回答者：企業勤務者のうち、個人的な投資経験（※1）について
「投資（口座開設）を検討したことがない」を選択した人（複数回答）
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